
浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金交付要綱

（目的） 

第１条 市長は、就職氷河期世代の就労希望者の正規雇用化を支援するため、市長が指定した

職業能力向上のための座学研修及び職場実習を受講した者に対し、予算の範囲内において補

助金を交付するものとし、その交付については、浜松市補助金交付規則（昭和 55 年浜松

市規則第 17 号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによ

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）座学研修 浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業における座学研修のこと

をいう。 

（２）職場実習 浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業における職場実習のこと

をいう。 

（３）座学研修補助金 座学研修を受講した者に対し交付する補助金のことをいう。 

（４）職場実習補助金 職場実習を実施した者に対し交付する補助金のことをいう。 

（５）市内企業等 浜松市内に勤務地がある事業活動を行うものをいう。（国及び地方公共団

体を除く） 

（補助事業者） 

第３条 補助金の対象となる者は、市内に住所を有する就職氷河期世代の就労希望者で、次に

定める要件を全て満たす者とする。 

（１）1993 年（平成５年）から 2004 年（平成 16年）に学校卒業期等を迎えた者。 

（２）市内企業等において正規雇用による就職又は転職の意思がある者 

（３）市税を完納している者、又は市から徴収の猶予若しくは換価の猶予を受けている者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は交付の対象としない。 

（１）暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」とい

う。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。） 

（２）暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団員等と密接な関係を有する者 

（補助事業） 

第４条 補助金の対象となる事業は、次の各号に掲げる要件のいずれかに該当する事業（以下

「補助事業」という。）とする。ただし、当該年度において事業内容が同一の事業につき１

回の申請に限る。 

（１）座学研修 

（２）職場実習 



（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次のとおりとする。 

（１）座学研修補助金 

一時間当たり 800 円とし、一人一日当たり 5,000 円を上限とする。ただし、一時間

に満たない時間数がある場合は、その時間数を切り捨てる。なお、一人 30,000 円を上

限とする。 

（２）職場実習補助金 

一時間当たり 1,000 円とし、一人一日当たり 5,000 円を上限とする。ただし、当該

年度において一人 25,000 円を上限とする。なお、一時間に満たない時間数がある場合

は、その時間数を切り捨てる。 

（受講及び交付の申請） 

第６条 座学研修及び職場実習を受講しようとするときは、当該事業を実施する前において 

市長が定める時期までに、「浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業受講

及び補助金交付申請書」（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければ 

ならない。

 （１）学校卒業期等を示す書類 

（２）申請日までの職歴等を示す書類 

（３）市税納付・納入確認同意書（第２号様式） 

（４）暴力団排除に関する誓約書（第３号様式） 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認めるもの 

（受講及び交付の決定並びに条件） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、補助金を交付すべき

であると認めたときは、受講及び補助金の交付の決定をし、当該申請者に対し、「浜松市就

職氷河期世代インターンシップ等支援事業受講及び補助金交付決定通知書」（第４号様式）

により通知するものとする。 

２ 前項の交付の決定には、次に掲げる条件を付するものとする。 

（１）補助事業を中止する場合は市長に届け出なければならないこと。 

（２）市長の求めに応じて、補助事業の遂行の状況を報告するとともに、その指示に従うこ

と。 

（３）第１２条第１項の規定により補助金の交付決定の取消しを受け、同条第２項の規定に

より期日を定めて当該補助金の返還の命令を受けた場合において、規則第１８条の２の

規定に基づき加算金又は遅延損害金を市に納付しなければならないこと。 

（４）第１２条第３項の規定により補助金の返還の命令を受けたにもかかわらず、当該補助

金、加算金又は遅延損害金の全部又は一部を納付しないときは、市長は、規則第１８条

の３の規定に基づき他の交付すべき補助金についてその交付を一時停止し、又は未納額



との相殺をすること。 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める条件

（補助事業の中止） 

第８条 補助事業者は、前条第１項の決定を受けた補助事業を中止した場合は、「浜松市就職氷

河期世代インターンシップ等支援事業受講中止届」（第５号様式）により中止した日から起算

して１４日以内に市長に届け出なければならない。 

（補助事業の実績報告） 

第９条 座学研修及び職場実習を修了した補助事業者は、補助金の交付決定のあった日の属す

る年度の２月末日までに、「浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金実績

報告書」（第６号様式）に座学研修及び職場実習の修了を証する書類を添えて市長に報告しな

ければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査し、適合すると認

めたときは、交付すべき補助金の額を確定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により確定した補助金の額を、補助事業者に対し、「浜松市就職氷河期

世代インターンシップ等支援事業費補助金交付確定通知書」（第７号様式）により通知するも

のとする。 

（補助金の請求） 

第１１条 前条２項の補助金交付確定通知書の交付を受けた補助金交付対象者は、市長が定め

る時期までに市長に対し、「浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金請求

書」（第８号様式）により補助金を請求することができる。 

（交付決定の取消し等） 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第７条第１項の規定によ

る交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）補助金の交付の決定の内容、これに付した条件又はこの要綱に基づく指示その他法令

若しくはこれらに基づく市長の処分に違反したとき。 

（２）第３条第２項各号のいずれかに該当することが判明したとき。 

（３）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用

があるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消しした場合において、当該取り

消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、補助金交付対象者に対し、期限

を定めて当該補助金の全部又は一部の返還を命じるものとする。 



４ 市長は、第１項の規定による交付決定の取消し及び前項の規定による補助金の返還命令を

決定したときは、補助金交付対象者に対し、「浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支

援事業費補助金交付決定取消通知書及び返還命令書」（第９号様式）により通知するものと

する。 

（加算金及び遅延損害金） 

第１３条 補助金事業者は、前条第３項の規定による補助金の返還の命令を受けたときは、規

則第１８条の２第１項の規定に基づき加算金を市に納付しなければならない。 

２ 補助金事業者は、補助金の返還の請求を受け、これを納期限までに納付しなかったときは、

規則第１８条の２第４項の規定に基づき遅延損害金を市に納付しなければならない。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度の補助金に適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年度から令和６年度までの補助金に適用

する。 



第１号様式（第６条関係）

   年  月  日

（あて先）浜松市長

浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業受講及び補助金交付申請書

申請者氏名 

（自署の場合は押印不要）

浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業について趣旨を理解し、指定の講座を受

講するとともに、浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金を交付されたく

申請いたします。

記

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 西暦       年     月     日 （満   歳）

住 所
浜松市   区

電 話 番 号 （     ）       －        

学 卒 期 平成  年  月                     卒業・中退

※最終学歴校等（中退含む。）を記載

受講希望コ―ス

職場実習希望

実施時間数 
            時間（上限 25 時間） 

添付書類

(1) 学校卒業期等を示す書類 

(2) 申請日までの職歴等を示す書類



第２号様式（第６条関係） 

市税納付・納入確認同意書 

  年  月  日 

(あて先)   

浜松市長  

                 住所 

             請求者 

                  氏名             

（自署の場合は押印不要）

浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金交付要綱第６条の規定により、

市において、市税納付・納入状況を確認することに同意します。 

記 

  申請補助金  就職氷河期世代インターンシップ等支援事業座学研修補助金及び   

         就職氷河期世代インターンシップ等支援事業職場実習補助金     



第３号様式（第６条関係） 

暴力団排除に関する誓約書 

浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金の承認申請又は交付申請にあ

たり、下記事項について誓約します。 

また、浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会するこ

とを承諾します。 

記 

１ 次に掲げる者のいずれにも該当しません。 

（１）暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)

第２条第１号に規定する暴力団をいう。） 

（２）暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団員等と密接な関係を有する者 

令和  年  月  日 

浜松市長あて 

             （誓約者） 

              住所 

              氏名 

（自署の場合は押印不要）



第４号様式（第７条関係）

          第  号

  年  月  日

      様

浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業受講及び補助金交付決定通知書

浜松市長 

年  月  日付で申請のあった浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業受

講及び浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金について次のとおり条件

を付して補助します。

記

１ 受講及び交付決定額等

氏 名

生 年 月 日

住 所

受 講 コ ― ス

職場実習
予定実施時間数

                時間

交 付 決 定 額 座学研修補助金      円 職場実習補助金       円

２ 条件
（１）補助事業を中止する場合は市長に届け出なければならないこと。 

（２）市長の求めに応じて、補助事業の遂行の状況を報告するとともに、その指示に従うこと。 

（３）第１２条第１項の規定により補助金の交付決定の取消しを受け、同条第３項の規定により期日を定めて当該補助

金の返還の命令を受けた場合において、規則第１８条の２の規定に基づき加算金又は遅延損害金を市に納付しなけ

ればならないこと。 

（４）第１２条第３項の規定により補助金の返還の命令を受けたにもかかわらず、当該補助金、加算金又は遅延損害金

の全部又は一部を納付しないときは、市長は、規則第１８条の３の規定に基づき他の交付すべき補助金についてそ

の交付を一時停止し、又は未納額との相殺をすること。 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める条件 

３ その他
上記交付決定額は、浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金要綱第７条に基づき精査した補助上

限額です。補助金交付額は、事業終了後（実績報告書提出後）に確定となります。



第５号様式（第８条関係）

  年  月  日

（あて先）浜松市長   

浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業受講中止届

申請者氏名 

（自署の場合は押印不要）

私は、浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業における講座等の受講を中止しま

したので届出いたします。

記

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 西暦       年     月     日

住 所
浜松市   区

電 話 番 号 （     ）       －        

受 講 コ ― ス

中 止 日 令和    年    月    日



第６号様式（第９条関係）

   年  月  日

（あて先）浜松市長

浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金実績報告書

申請者氏名 

（自署の場合は押印不要）

年  月  日       第   号により補助金交付の決定を受けた浜松市就職氷

河期世代インターンシップ等支援事業の受講等を下記のとおり実施したので報告いたします。

記

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 西暦       年     月     日

住 所 浜松市   区

（１）就職氷河期世代インターンシップ等支援事業座学研修補助金 

座学研修のコース  

座学研修の修了日 令 和   年   月   日

総受講時間（座学研修補助金額） 時間 ×800 円 ＝       円・・・①

（２）就職氷河期世代インターンシップ等支援事業職場実習補助金 

職場実習先名称  

職場実習の修了日 令和  年  月  日 

職場実習実時間 
（職場実習補助金額） 

  時間 ×1,000 円 ＝       円・・・②

（３）補助金確定を受けたい額（①＋②） 

円

添付書類 座学研修及び職場実習の修了を証する書類 



第７号様式（第１０条関係）

第  号

年  月  日

      様

浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金交付確定通知書

浜松市長

年  月  日付の実績報告書を審査の結果、下記金額について、浜松市就職氷河期世

代インターンシップ等支援事業費補助金として確定します。

記

氏 名

生 年 月 日

住 所

（１）座学研修補助金

座学研修のコース  

座学研修補助金確定額 円  

（２）職場実習補助金

職場実習先名称

座学研修補助金確定額 円  

（３）交付確定額  ＜（１）と（２）の合算額＞

円

注 上記確定額に不服がある場合は、書類受領後５日以内に書類をもって市長に異議の申立が

できます。



第８号様式（第１１条関係）

  年  月  日  

 （あて先）浜松市長           

                  住所 

             請求者 

                  氏名             

浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金請求書

年   月   日付       第  号にて浜松市就職氷河期世代インターン

シップ等支援事業費補助金の交付確定を受けた下記について、請求します。

記

浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金

金   額

（金額の頭部に金を

記入してください。）

円

【振込先】

金 融 機 関 名

銀 行 

金 庫 

（     ）

本 店 

支 店 

（     ）

口 座 名 義

（ カ ナ ）

預 金 種 別

（ い ず れ か に 〇 ）
普通       当座 

口 座 番 号 第              号 



第９号様式（第１２条関係） 

年   月   日 

（あて先） 

           様 

浜松市長        

浜松市就職氷河期世代インターンシップ等支援事業費補助金交付決定取消通知書及び返還命令書 

年   月   日付      第   号をもって交付決定した浜松市就職氷河期

世代インターンシップ等支援補助金について、浜松市就職氷河期世代インターンシップ等

支援事業費補助金交付要綱第１２条第１項及び第３項の規定に基づき、交付決定を取消し、

補助金の返還を命じます。 

記 

１ 取り消しの理由 

２ 返還を命ずる額 

金   額 円

３ 交付金額        金            円 

４ 交付年月日      年      月     日 

５ 返還期限       年      月     日 

※１ 指定の納入通知書により納付すること。 

※２ 指定の納入通知書に記載された納期限までに納付すること。納期限を過ぎた場合は、遅

延損害金を請求します。 


